
 

医療介護総合確保促進会議開催要綱 

 

１．目的 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法

律第６４号。以下「医療介護総合確保促進法」という。）において、厚生労働

大臣は、地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針

（以下「総合確保方針」という。）を定め、地域における医療及び介護の総合

的な確保の意義及び基本的な方向、医療介護総合確保促進法第６条の基金を充

てて実施する都道府県事業に関する基本的な事項等を定めることとされてい

る。 

また、総合確保方針の案を作成し、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、医療又は介護を受ける立場にある者、都道府県知事、市町村長、医

療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する学識経験者

の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずることとされている。 

このため、総合確保方針の作成等に当たって、これらの関係者の意見を反映

させるための会議を、厚生労働省医政局長及び厚生労働省老健局長の協力を得

て、厚生労働省保険局長が開催する。 

 

２．検討項目 

（１）総合確保方針の作成又は変更について 

（２）医療介護総合確保促進法に定める基金の使途及び配分等について 

（３）その他医療及び介護の総合的な確保に関する事項について 

 

３．構成 

（１）会議は、医療又は介護を受ける立場にある者、都道府県知事、市町村長、

医療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する学識

経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者から

構成し、構成員は別紙のとおりとする。 

（２）厚生労働省保険局長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め

ることができる。 

 

４．会議の運営 

（１）会議の議事は、別に会議において申し合わせた場合を除き、公開とする。 

（２）会議の庶務は、医政局及び老健局の協力を得て、保険局において処理す

る。 

（３）この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会議に

おいて定める。 

 

附則 

この要綱は、平成２６年７月２５日から施行する。 

資料１ 



（別紙） 

医療介護総合確保促進会議 構成員 

 

相澤 孝夫（日本病院会副会長） 

阿部 泰久（日本経済団体連合会常務理事） 

荒井 正吾（奈良県知事） 

石川 憲（全国老人福祉施設協議会会長） 

今村 聡（日本医師会副会長） 

内田 千恵子（日本介護福祉士会副会長） 

遠藤 久夫（学習院大学経済学部教授） 

大西 秀人（高松市長） 

加納 繁照（日本医療法人協会会長代行） 

河村 文夫（奥多摩町長） 

菊池 令子（日本看護協会副会長） 

小林 剛（全国健康保険協会理事長） 

白川 修二（健康保険組合連合会副会長） 

鷲見 よしみ（日本介護支援専門員協会会長） 

武久 洋三（日本慢性期医療協会会長） 

田中 滋（慶応義塾大学名誉教授） 

千葉 潜（日本精神科病院協会常務理事） 

永井 良三（自治医科大学学長） 

西澤 寛俊（全日本病院協会会長） 

花井 圭子（日本労働組合総連合会総合政策局長） 

東 憲太郎（全国老人保健施設協会会長） 

樋口 恵子（ＮＰＯ法人高齢社会をよくする女性の会理事長） 

森 昌平（日本薬剤師会副会長） 

森田 朗（国立社会保障・人口問題研究所所長） 

山口 育子（ＮＰＯ法人ささえあい医療人権センターＣＯＭＬ理事長） 

山崎 泰彦（神奈川県立保健福祉大学名誉教授） 

山本 敏幸（民間介護事業推進委員会代表委員） 

和田 明人（日本歯科医師会副会長） 

（五十音順、敬称略） 


